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あんジョイプラン８

第５章　介護保険事業計画

  介護保険事業

(１) 高齢者人口

平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和元）年度 備    考

計画 186,742人 188,693人 189,471人 

実績 187,860人 189,031人 190,007人 

計画 62,110人 63,140人 63,780人 

実績 62,541人 63,114人 63,706人 

計画 38,250人 38,941人 39,564人 

実績 38,181人 38,925人 39,617人 

計画 20,920人 20,799人 20,662人 

実績 20,793人 20,779人 20,685人 

計画 17,330人 18,142人 18,902人 

実績 17,388人 18,146人 18,932人 

計画 20.5% 20.6% 20.9%

実績 20.3% 20.6% 20.9%

(２)  要介護認定者

平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和元）年度 備    考

計画 5,695人 

実績 5,417人 5,550人 5,664人 

計画 742人 

実績 691人 689人 670人 

計画 4,953人 

実績 4,726人 4,861人 4,994人 

計画 201人 

実績 175人 182人 174人 

区            分

総人口

高齢化率

４０歳～６４歳人口
（第２号被保険者）

６５歳以上人口
（第１号被保険者）

前期高齢者数

後期高齢者数

あんジョイプラン８からは
第１号、第２号被保険者
の計画値は定めていな

い。

●表注
　計画：各年度１０月１日における人口の見込数値
　実績：各年度１０月１日における住民基本台帳及び外国人登録数に基づく数値
　前期高齢者：６５歳～７４歳　後期高齢者：７５歳以上

●評価
　高齢化率は計画値どおりの数値を示しています。
　また、令和元年１０月１日現在の、全国の老年人口（６５歳以上）の割合（２８．４％）や、愛知県
の同割合（２５．０％）と比較すると、低くなっています。

第1号被保険者

●表注
　計画：各年度１０月１日における要介護認定者の見込み数
　実績：各年度１０月１日における介護保険事業状況報告に基づく要介護認定者の実績数
　
●評価
　昨年度と比較すると、第１号被保険者は増加しましたが、第２号被保険者は減少しました。

後期高齢者

区            分

前期高齢者

第2号被保険者
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(3)  施設・居宅系サービス利用者数
  ①  介護保険３施設及び居住系サービスの利用者数

平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和元）年度 備    考

計画 848人 839人 839人 

実績 751人 782人 781人 

計画 520人 520人 520人 

実績 419人 462人 464人 

計画 318人 310人 310人 

実績 323人 312人 309人 

計画 10人 6人 4人 

実績 9人 8人 4人 

計画 3人 5人 

実績 0人 4人 

計画 374人 365人 368人 

実績 285人 336人 358人 

計画 61人 44人 47人 

実績 47人 42人 47人 

計画 197人 205人 205人 

実績 181人 191人 197人 

計画 58人 58人 58人 

実績 28人 47人 56人 

計画 58人 58人 58人 

実績 29人 56人 58人 

計画 14人 12人 12人 

実績 10人 9人 3人 

計画 4人 10人 10人 

実績 8人 6人 0人 

計画 10人 2人 2人 

実績 2人 3人 3人 

計画 1,236人 1,216人 1,219人 

実績 1,046人 1,127人 1,142人 

区            分

居住系サービス利用者数（要介護計）

居住系サービス利用者数（要支援計）

地域密着型特定施設入居者生活介護

施設サービスの利用者数

介護医療院

介護療養型医療施設

認知症対応型共同生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護予防特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

介護予防認知症対応型共同生活介護

総計

●表注
　計画：各年度の１０月利用者見込み数
　実績：各年度の１０月利用者実績数

●評価
　居住系サービス（要介護）の利用者数が伸びていますが、計画値に達していません。施設
サービスについても、ほぼ横ばいで推移しています。

特定施設入居者生活介護
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２9年度 ３０年度 ３１年度

計画 1,304人 

実績 877人 

計画 685人 

実績 784人 

計画 1,027人 

実績 977人 

計画 705人 

実績 803人 

計画 338人 

実績 408人 

計画 342人 

実績 400人 

計画 259人 

実績 285人 

計画 4,660人 

実績 4,534人 

要支援１

要支援２

●実績
　計画：各年度１０月における受給対象者見込み数
　実績：各年度１０月における受給対象者実績数

●備考
　　あんジョイプラン８に計画値を定めていないため、平成３０年度以降の数値はありません。

要介護５

総　　数

要介護２

要介護４

区            分

要介護３

要介護１

②　居宅サービス・地域密着型サービス、介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス
受給対象者（居住系サービスを除く）
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（４）　介護給付及び予防給付に係る（居宅）サービス量
＜居宅サービス・地域密着型サービス量＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和元）年度 備    考

計画 8,628 7,524 7,788
実績 7,644 7,729 7,550
計画 197,388 186,660 195,204
実績 186,515 196,330 217,903
計画 1,380 1,176 1,236
実績 1,192 1,205 1,324
計画 6,684 6,607 7,002
実績 6,781 7,073 7,286
計画 3,156 3,852 4,020
実績 3,797 3,983 4,080
計画 23,352 29,236 30,529
実績 28,856 29,270 32,304
計画 2,520 1,716 1,788
実績 1,793 1,645 1,639
計画 29,928 19,172 20,011
実績 18,943 17,903 17,310
計画 7,608 7,188 7,500
実績 7,231 8,172 8,913
計画 9,708 14,544 15,108
実績 14,147 14,439 14,145
計画 126,972 175,646 182,786
実績 169,430 177,070 174,968
計画 5,964 5,988 6,228
実績 5,909 5,710 5,062
計画 52,212 50,756 52,828
実績 49,701 48,267 43,006
計画 4,488 4,524 4,656
実績 4,396 4,295 4,659
計画 57,660 47,693 49,564
実績 47,159 43,777 49,419
計画 2,268 2,040 2,112
実績 1,920 2,024 1,873
計画 26,940 18,132 18,802
実績 17,786 17,762 16,007
計画 19,668 20,004 21,240
実績 20,164 19,938 20,421
計画 564 468 492
実績 369 293 353
計画 468 372 396
実績 320 229 294
計画 732 528 564
実績 521 494 534
計画 27,408 31,968 33,996
実績 29,628 29,138 28,819居宅介護支援 人

住宅改修 人

特定施設入居者
生活介護

人

福祉用具貸与 人

特定福祉用具販売 人

短期入所
生活介護

人

日

短期入所
療養介護

人

日

通所介護
人

回

通所
リハビリテーション

人

回

訪問
リハビリテーション

人

回

居宅療養管理指導 人

訪問入浴介護
人

回

訪問看護
人

回

サービス種類

①居宅サービス

訪問介護
人

回
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計画 240 708 708
実績 657 651 636
計画 5,952 4,128 4,296
実績 3,658 3,174 3,157
計画 77,820 43,782 45,576
実績 39,163 33,605 32,674
計画 372 324 336
実績 257 262 266
計画 5,292 3,754 3,886
実績 3,230 3,172 3,135
計画 708 864 912
実績 807 813 852
計画 2,364 2,460 2,460
実績 2,121 2,274 2,370
計画 696 696 696
実績 346 566 655
計画 696 696 696
実績 350 631 701

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

人

●表注
　計画：各年度の年間介護サービス量の見込み数
　実績：各年度の年間介護サービス量の実績数

●評価
　前年度数値から１０％以上変動があったものは以下のとおりです。
　減少：通所リハビリテーション
　増加：訪問介護、訪問看護、短期入所生活介護、特定福祉用具販売、住宅改修、
　　　　　地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

小規模多機能型
居宅介護

人

認知症対応型
共同生活介護

人

地域密着型特定施設
入居者生活介護

人

通所介護
人

回

認知症対応型通所介護
人

回

②地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

人
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＜介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス量＞
平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和元）年度 備    考

計画 1,980
実績 1,303
計画 120 12 12
実績 24 24 10
計画 1,212 90 90
実績 164 166 56
計画 348 624 672
実績 509 650 763
計画 2,988 2,882 3,101
実績 2,952 3,976 4,024
計画 528 408 420
実績 434 490 477
計画 6,048 3,979 4,108
実績 4,095 4,726 4,312
計画 492 480 492
実績 469 535 672
計画 3,576
実績 3,020
計画 3,588 2,316 2,412
実績 2,226 2,516 2,440
計画 492 168 168
実績 150 187 233
計画 1,824 790 790
実績 720 945 1,359
計画 24 48 48
実績 50 78 63
計画 132 230 230
実績 330 646 572
計画 9,264 8,940 9,240
実績 8,103 9,071 9,919
計画 240 264 276
実績 203 195 204
計画 468 276 288
実績 224 192 217
計画 48 120 120
実績 87 69 53
計画 10,368 10,512 10,920
実績 11,454 10,632 11,442

計画 108 96 96
実績 91 64 52
計画 120 24 24
実績 30 46 40

介護予防認知症対応型
共同生活介護

人

●表注
　計画：各年度の年間介護予防サービス量の見込み数
　実績：各年度の年間介護予防サービス量の実績数

●備考
　介護予防訪問介護・介護予防通所介護については、平成３０年４月１日から総合事業へ移行したため、
平成３０年度以降の利用はありません。

●評価
　前年度数値から１０％以上変動があったものは以下のとおりです。
　減少：介護予防訪問入浴介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護、
　　　　　介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護
　増加：介護予防訪問看護、介護予防居宅療養管理指導、介護予防短期入所生活介護、
　　　　　介護予防住宅改修

介護予防支援 人

②地域密着型介護予防サービス

介護予防小規模多機能型
居宅介護

人

介護予防
特定福祉用具販売

人

介護予防住宅改修 人

介護予防
特定施設入居者生活介護

人

介護予防短期入所
療養介護

人

日

介護予防
福祉用具貸与

人

介護予防通所
リハビリテーション

人

介護予防短期入所
生活介護

人

日

介護予防居宅療養管理指導 人

介護予防通所介護 人

介護予防訪問看護
人

回

介護予防訪問
リハビリテーション

人

回

①介護予防サービス

介護予防訪問介護 人

介護予防訪問入浴介護
人

回

サービス種類
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（5）　給付費等

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

253,250,940円 

高額医療合算介護サービス費
等給付額

19,802,000円 36,137,000円 37,619,000円 

24,275,393円 23,386,550円 28,298,679円 

5,276,652円 

7,510,000円 

平成３１（令和元）年度

介護給付費計（Ⅰ）
8,489,869,000円 8,735,146,000円 

8,216,610,785円 

区　　分

8,242,306,000円 

7,742,529,367円 

平成２9年度 平成３０年度

予防給付費計（Ⅱ）

総給付費（合計）
（Ⅲ）＝（Ⅰ）＋（Ⅱ）

353,070,487円 

7,957,566,180円 

275,439,208円 

458,028,000円 

区　　分

総給付費（一定以上所得者負
担の調整後）

特定入所者介護サービス費用

高額介護サービス費等給付額

8,700,334,000円 

8,095,599,854円 

＜標準給付費＞

271,879,000円 

286,396,753円 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和元）年度

262,237,000円 

8,752,106,000円 

8,233,005,388円 

9,007,025,000円 

8,503,007,538円 

8,233,005,388円 8,503,007,538円 

8,604,653,000円 8,743,399,000円 9,107,054,000円 

8,095,599,854円 

181,489,062円 174,441,979円 

226,449,000円 260,027,000円 271,000,000円 

173,930,728円 

175,173,974円 221,699,779円 

113,065,000円 160,000,000円 166,560,000円 

146,991,764円 

5,678,000円 5,882,000円 

156,467件 

5,126,458円 

236,924,000円 363,287,000円 

312,884,982円 335,243,394円 

588,494,334円 

標準給付費見込額
8,618,163,573円 

8,971,479,000円 9,205,241,000円 

129,746,082円 

635,970,983円 

区　　分 平成２９年度

8,445,924,197円 

317,242,000円 

346,413,295円 

289,557,688円 

370,650,000円 337,704,000円 

8,932,724,627円 

＜総給付費＞

平成３０年度

　算定対象審査支払手数料

審査支払手数料支払件数

平成３１（令和元）年度

9,588,115,000円 

＜地域支援事業費＞

5,108,599円 

156,664件 

●表注
　サービスは各年３月から翌年２月提供分

●評価
　平成３１（令和元）年度の介護給付、予防給付サービスに係る総給付費については、計画値に対す
る実績値の比率は９４．４０％となっています。
　低所得者に対する補足給付である、特定入所者介護サービス費用や高額介護サービス費等給付
費、審査支払手数料等を含めた標準給付費についても、計画値に対する実績値は９３．１６％であり
ほぼ計画どおりに進捗しています。

地域支援事業費

介護予防・日常生活支援
総合事業費（H29までは介

護予防のみ）

包括的支援事業
・任意事業

376,355,000円 

574,628,000円 693,597,000円 733,937,000円 

442,631,064円 


